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事前配布資料 1 

赤穂市障がい者福祉長期計画（素案）《11/7協議会当日配布版》 に関する修正箇所について 

NO 
修正 

区分 

11/7 

協議会 

配布素案 

該当ページ 

・委員意見 

・協議会説明済箇所 
事務局の考え方 

今回配布 

計画案 

概要ページ 

修正案 

●第 3回協議会修正、委員意見修正箇所 

●事務局による修正・追加箇所 

1 事務局 全般 
 

法令や固有名詞などを除いて、「障

害」を「障がい」と表記します。 

全般 【修正前】障害 

【修正後】障がい 

2 事務局 目次 ― 目次のページ番号を削除します 目次 目次のページ番号を削除 

3 委員 P1 目次第 1編第 1章 

4計画の策定体制（策定プロセス） 

（2）計画の評価・検証 

（2）が抜けています。 

目次に項目を追加します。 目次 【追加】（2）計画の評価・検証 

4 事務局 P4 ― 資料編から「第 6 章」の表記を削除

し、「5.用語解説」を追記します。 

目次 【修正前】第 6章 資料編 1・・・・4 

【修正後】資料編 1・・・・4、5 用語解説 

5 事務局 P4 

― 

統計データ等で示す割合（パーセン

ト）の合計が 100％にならないことの

注釈等を追記します。 

目次 【追加】 

「本計画書における統計データやアンケート調査結果の表

記について」 

6 事務局 P10 ― アンケート調査の表中、「調査の種類

と対象者」の①②の順番を「配布・回

収数」の表に合わせ、入れ替えます。 

P5 【修正前】①18歳以上調査②18歳未満調査 

【修正後】①18歳未満調査②18歳以上調査 

7 事務局 P10 ― 18 歳未満調査の説明文中の表記を

修正します。 

P5 【修正前】障害福祉サービス等を利用している人 

【修正後】障害福祉サービス等の受給者証を所持している

人 
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NO 
修正 

区分 

11/7 

協議会 

配布素案 

該当ページ 

・委員意見 

・協議会説明済箇所 
事務局の考え方 

今回配布 

計画案 

概要ページ 

修正案 

●第 3回協議会修正、委員意見修正箇所 

●事務局による修正・追加箇所 

8 事務局 P18 ― （3）の本文を「特定医療費（指定

難病）受給者」数に修正します。 

P13 【修正前】特定疾患医療受給者数 

【修正後】特定医療費（指定難病）受給者数 

9 事務局 P22 ― （4）※ 平成 27年度・・・ P17 【修正前】見込み 

【修正後】見込み値 

10 事務局 P33 ― 「市民の理解が深まったか」のグラフで、

過去の調査との比較のグラフが異なる

ので、差替えます。 

P28 【修正前】「ある」と答えた人 

【修正後】障がいのある人に対する市民の理解が「深まった

と思う」と答えた人 

※「過去の調査との比較」のグラフの差し替え 

11 事務局 P34 ― 「差別や偏見の有無」のグラフに対する

過去の調査との比較がないので、追加

します。 

P29 【追加】「差別や偏見の有無であると思うと答えた人」【過去 

の調査との比較】 のグラフを追加 

12 事務局 P37 ― 個別の大会名に限定した表記を右記

のとおり修正します。 

P32 【修正前】兵庫県のじぎくスポーツ大会 

【修正後】各種スポーツ大会等 

13 事務局 P40 ― 統一した表記に修正します。 P35 【修正前】障がいの人 

【修正後】障がいのある人 

14 事務局 P46 ― 障害福祉サービス等事業所に表記を

改めます 

P41 【修正前】障害者支援事業所 

【修正後】障害福祉サービス等事業所 

15 事務局 P56 ― 「就労形態別平均月収」グラフの円表

示を統一します。 

P51 【修正前】5,000円未満 

【修正後】5千円未満 
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・協議会説明済箇所 
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今回配布 

計画案 

概要ページ 

修正案 

●第 3回協議会修正、委員意見修正箇所 

●事務局による修正・追加箇所 

16 事務局 P61 ― 統一した表記に修正します。 P55 【修正前】障がいの人 

【修正後】障がいのある人 

17 委員 P61 （修正前）種類の応じた診療科目 

（修正後）種類に応じた診療科目 

修正します。 P55 【修正前】種類の応じた 

【修正後】種類に応じた 

18 事務局 P61.63 ― 「赤穂市民病院」の表記を統一しま

す。 

P55.57 【修正前】赤穂市民病院 

【修正後】市民病院 

19 事務局 P67 ― ⑧「障害者自立支援協議会」の表記

を統一します。 

P61 【修正前】障害者自立支援協議会 

【修正後】自立支援協議会 

20 事務局 P71 ― 表記を右記のとおり修正します。 P65 【修正前】取組んで 

【修正後】取り組んで 

21 協議会 P87 1.表中、入所者削減目標数を修正し

ます。 

1.表中、入所者削減目標数を修正し

ます。 

P81 【修正前】2人 

【修正後】3人 

22 協議会 P89 表中、協議の場の設置の考え方につ

いて表記を修正します。 

― P83 【修正前】自立支援協議会部会 

【修正後】自立支援協議会こども部会 

23 事務局 P89 ― 総合戦略の指定事業であることから、

優先調達促進の項目を追加します。 

P83 【追加】6.市から障害者就労施設等への優先発注の促進 

24 協議会 P90 本文中、平成 29年度の総利用時間

が誤っているため、表中の数値にあわ

せます。 

― P84 【修正前】1,668時間、77人 

【修正後】1,665時間、78人 

25 事務局 P95 ― 表記を右記のとおり修正します。 P89 【修正前】適正 

【修正後】適性 
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今回配布 

計画案 

概要ページ 

修正案 

●第 3回協議会修正、委員意見修正箇所 

●事務局による修正・追加箇所 

26 協議会 P95 （4）就労移行支援の利用見込人

数を修正します。 

― P89 【修正前】平成 32年度までの各年度で 7人 

【修正後】平成 32年度までの各年度で 9人 

※表中の目標数値も同様に修正 

27 委員 P100 P87の目標数値として、地域生活移

行目標者数を 6人と計上してあるの

で、0人では適切とは言えないと思いま

す。H30～H32 の目標数について

は、6人となるような数値の計上をお

願いします。 

現在、個別給付である本サービスを利

用せず、病院や施設の退院支援等に

よりグループホームや在宅へ移行してい

る実情があることから、P87の「地域生

活移行者目標数」の 6人と、「地域

移行支援」の利用者はリンクしません

が、更なる地域移行の促進を図る観

点から、数値目標等を右記のとおり修

正します。 

P95 【修正前】近年利用実績がないサービスであることから、第5

期計画においては利用を見込まないものとし、ますが、希望

があった際は、サービス提供事業所と連携し柔軟に対応し

ます。 

平成 30年度 0 

平成 31年度 0 

平成 32年度 0 

 

【修正後】近年利用実績はありませんが、地域移行を促進

するため、希望があった際はサービス提供事業所と連携し、

必要な支援を行います。 

平成 30年度 1 

平成 31年度 1 

平成 32年度 1 
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概要ページ 

修正案 

●第 3回協議会修正、委員意見修正箇所 

●事務局による修正・追加箇所 

28 委員 P101 P100の地域移行支援の数値が入れ

ば、地域定着支援のところも数値が入

ると思います。サービス提供事業所の

確保をお願いしたいです。 

現在、個別給付である本サービスを利

用せず、病院や施設の退院支援等に

よりグループホームや在宅へ移行してい

る実情があることから、サービス提供事

業所がない状況ですが、退院促進の

状況も踏まえ、地域生活支援拠点等

の整備と一体的に検討する必要があ

ると考えています。 

P95 【修正前】市内にサービス提供事業所がなく、これまで利用

実績がないサービスですが、緊急時の受入れについて、地

域生活支援拠点等の整備と合わせて検討していきます。 

平成 30年度 0 

平成 31年度 0 

平成 32年度 0 

 

【修正後】市内にサービス提供事業所がないこともあり利用

実績がありませんが、地域での生活を定着させるため、地域

生活支援拠点等の整備とあわせて検討していきます。 

平成 30年度 0 

平成 31年度 1 

平成 32年度 1 

29 事務局 P110 ― 日常生活用具給付数の内訳に相違

がありましたので修正します。 

P104 自立生活支援用具 給付等件数（平成 32年度） 

【修正前】9 

【修正後】6 

 


